
「テロ」とは果たして何なのか。
その政治的暴力の真実を探る。

終わることのないテロの問題は、我々
にも決して無関係ではありえない。
理論と実際の両面からテロ問題の全体
像の素描を試みる。 

初学者にも分かりやすい、教科書とし
ても最適の内容。
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への入国者数」と「日本国内の在留外国人数」があります。6

イ　日本人の国外への流れ
◯日本人の出国者数 7（図 6─2 参照）

　日本から国外へ出国する日本人の数は、1965年（昭和 40年）には約 26

6		 日本人出国者数と外国人入国者はフローの値、海外の在留邦人数と日本国内の在留外国人数はス
トックの値と言えます。

7		 出典は法務省 『出入国管理統計』。

【図 6-1】ヒト、モノ、情報の流れの推移

① 1965 年
（昭和 40 年）

② 1989 年
（平成元年）

③ 2018 年
（平成 30 年） 増　加

ヒト

日本人の出国者数 26 万 5,683 人 966 万 2,752 人 1,895 万 4,031 人
①⇒③ 71.3 倍
②⇒③ 2.0 倍

海外に滞在する
在留邦人数 ─ 58 万 6,972 人 135 万 1,970 人

（2017 年） ②⇒③ 2.3 倍

外国人の入国者数 29 万 1,309 人 298 万 5,764 人 3,010 万 2,102 人
①⇒③ 103.1 倍
②⇒③ 10.1 倍

（日本に滞在する）
在留外国人数※ 66 万 5,989 人 98 万 4,455 人 273 万 1,093 人

①⇒③ 4.1 倍
②⇒③ 2.8 倍

カネ

6兆円 66 兆 8,000 億円 164 兆 2,000 億円
①⇒③ 27.4 倍
②⇒③ 2.5 倍

輸出額　 3兆円 37 兆 8,000 億円 81 兆 5.000 億円
①⇒③ 27.2 倍
②⇒③ 2.2 倍

輸入額 2兆 9,000 億円 29 兆円 82 兆 7,000 億円
①⇒③ 28.5 倍
②⇒③ 2.9 倍

情報

インターネット
利用者数 ─ 1,155 万人

（1997 年）
1億 84 万人
（2016 年） ②⇒③ 8.7 倍

インターネット
利用率 ─ 9.2%

（1997 年）
80.9%

（2017 年） ②⇒③ 8.9 倍

※	　在留外国人数の 1965年及び 1989年の値は外国人登録法（2012年（平成 24年）7月に廃止）に
基づく外国人登録者数を掲載。

（出典：以下のデータを基に筆者作成。
　・日本人出国者数：法務省『出入国管理統計』。
　・海外在留邦人数：外務省 『海外在留邦人数調査統計』。
　・外国人入国者数：法務省 『出入国管理統計』。
　・在留外国人数：法務省 『在留外国人統計（旧登録外国人統計）』。
　・貿易額：財務省 『財務省貿易統計』。
　・インターネット利用者数、インターネット利用率：総務省『情報通信白書』。）
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□	第 3 章
戦後の日本の犯罪情勢

　第 1章で紹介した社会安全政策論という理論枠組みが提唱された背景
には様々な要因がありますが、その一つは、平成前期（平成初期から 13─14

年頃）における犯罪情勢の悪化です。それまではみられなかった犯罪情勢
の大幅な悪化を背景として、伝統的な犯罪学や刑事政策等の理論枠組みの
限界を克服し得る新たな研究枠組みが必要とされたと考えられます。
　以下では、第二次世界大戦後の犯罪情勢の推移、さらに最近の政府によ
る総合的な犯罪対策プログラムについてそれぞれ概観します。1

1		 治安の問題を語る際には「安全・安心」と言う言葉がよく使用されます。一般に「安全」は「犯
罪統計等に基づく客観的な犯罪情勢」を、「安心」は「国民の主観に基づく体感治安」をそれぞれ
意味する場合が少なくありません。本書もそうした用法に従い、安全と安心の両面から犯罪情勢の
推移を概観します。

第 3章　戦後の日本の犯罪情勢

１．安全（客観的な犯罪統計）
２．安心（主観的な体感治安）
３．他国との比較
　⑴　安全
　⑵　安心
４．	平成前期における犯罪情勢の悪化の
要因

　⑴　犯罪者を取り巻く社会的環境の変化
　⑵　被害者を取り巻く社会的環境の変化
　⑶　警察活動を取り巻く社会状況の変化

５．	2003年（平成15年）以降の政府
による総合的な犯罪対策

　⑴　	政府における犯罪対策の枠組みの
設置

　⑵　総合的な犯罪対策プログラムの策定
　⑶　	官民の連携による犯罪の未然防止

策の推進
　⑷　その他
【本章のポイント】

犯罪学の概要・歴史、現在
の犯罪情勢、社会安全政策
論を平易に説明する第 1部

少年非行、外国人犯罪、サ
イバー犯罪、警察制度など
具体論を説明する第 2部

自分が当事者であればどう
考えるか？　ケース・スタ
ディで実際に討論する第3部
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Column　社会安全政策論と危機管理学

・�　社会安全政策論は危機管理学の中の一分野として論じられることもありま
すが、両者はどのような関係にあるのでしょうか。

・�　危機管理学の対象である「危機」の定義については様々な見解があり、例
えば、「社会に重大な被害を生じさせる事象」（青山（2014）、8頁）、「社会シス
テムの基本的制度構造やそれを支える基本的な価値・規範に変革を迫り、極
めて不確定性の高い状況と切迫する時間のなかで、将来に向けて何らかの決
定が要求されている脅威や事態」（谷藤（2014）、49頁）等と論じられています。
諸説の最大公約数としては、①通常とは違う出来事であること、②大きなダ
メージをもたらす出来事であること、③（①及び②の結果として）通常とは異な
る対応が必要な出来事であること、の3要素を指摘することができます。

・�　「危機」の概念をこのように捉えると、危機管理学の対象領域は非常に広
くなります。これを「危機の原因は何か」という観点から整理すると、ⓐ自
然災害（（Disaster）水害、地震、噴火、落雷等）、ⓑ感染症（（Virus）鳥インフルエンザ、
SARS等）、ⓒ事故（（Accident）工場爆発、インフラ関連事故等）、ⓓ事件（（Incident）犯
罪、テロ等）、ⓔ国際紛争（（International�Conflict）戦争等）等に分類することが可能
です（ⓐ～ⓑは主に非人為的要因、ⓒ～ⓔは主に人為的要因による）（青山（2014）、8─16
頁）。このうちⓓの事象は、社会安全論の対象とする事象と概ね重なってい
ます。

・�　さらに、危機への「対応」の在り方を時系列的に整理すると、㋑予防
（Mitigation）・準備（Preparedness）、㋺対応（Response）、㋩修復・復旧（Recovery）の
各段階に分類されると考えられます（青山（2014）、16─18頁）。一般にメディア
等においては実際に危機が発生した直後の対応（前記㋺の段階）の在り方が注
目されることが少なくありませんが、近年の研究ではあわせて、危機が発生
する以前の予防・準備（前記㋑の段階）の重要性も注目されています（谷藤
（2014）、61─62頁）。また、全ての段階において、公的アクター（政府、地方自治体
等）のみならず私的アクター（私企業、地域社会、NPO、個人等）による「自助」
の重要性、さらには公的アクターと私的アクターの「共助」の重要性が指摘

への入国者数」と「日本国内の在留外国人数」があります。

2 参照）

　日本から国外へ出国する日本人の数は、

6		 日本人出国者数と外国人入国者はフローの値、海外の在留邦人数と日本国内の在留外国人数はス
トックの値と言えます。

7		 出典は法務省 『出入国管理統計』。

29 万 1,309 人 298 万 5,764 人

66 万 5,989 人 98 万 4,455 人

66 兆 8,000 億円

37 兆 8,000 億円

2兆 9,000 億円

1,155 万人

　在留外国人数の 1965年及び 1989年の値は外国人登録法（2012年（平成 24年）7月に廃止）に

　・日本人出国者数：法務省『出入国管理統計』。
　・海外在留邦人数：外務省 『海外在留邦人数調査統計』。
　・外国人入国者数：法務省 『出入国管理統計』。
　・在留外国人数：法務省 『在留外国人統計（旧登録外国人統計）』。

　・インターネット利用者数、インターネット利用率：総務省『情報通信白書』。）

への入国者数」と「日本国内の在留外国人数」があります。

2 参照）

　日本から国外へ出国する日本人の数は、

6		 日本人出国者数と外国人入国者はフローの値、海外の在留邦人数と日本国内の在留外国人数はス

29 万 1,309 人

66 万 5,989 人

2 兆 9,000 億円

　在留外国人数の 1965年及び 1989年の値は外国人登録法（2012年（平成 24年）7月に廃止）に

　・日本人出国者数：法務省『出入国管理統計』。
　・海外在留邦人数：外務省 『海外在留邦人数調査統計』。
　・外国人入国者数：法務省 『出入国管理統計』。
　・在留外国人数：法務省 『在留外国人統計（旧登録外国人統計）』。

　・インターネット利用者数、インターネット利用率：総務省『情報通信白書』。）
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挙人員総数に占める刑法犯少年の割合も、1989年（平成元年）に戦後最悪
の 52.7%（すなわち、刑法犯で検挙された者の半数以上が少年）に達した後は減
少を続け、2018年（平成 30年）には 11.4%（戦後最低の値）まで減少しまし
た（図 5─3）。このように、少なくとも統計上は、平成期中盤以降、少年に
よる犯罪をめぐる情勢は改善していると言えます。7

⑵	 罪種別の構成比
　2018年（平成 30年）の刑法犯少年の検挙人員数は約 2万 3,500人です。
これを罪種別の構成比をみると、凶悪犯：2.0%、粗暴犯：15.4%、窃盗

7		 少年犯罪減少の要因としては、少年人口の減少、社会全体の非暴力化傾向等が指摘されています。
ただし現時点では仮説の域を出ず、客観的データ等に基づいた学術的な検証作業は現在も継続中で
す（守山・安部（2017）、430頁）。

【図 5-3】刑法犯検挙人員総数、刑法犯少年検挙人員、刑法犯検挙人員総数に占める
　　　　　刑法犯少年の割合の推移（1949～2018年）

（出典：警察庁『少年非行、児童虐待及び子供の性被害の状況』、
『警察白書』（各年版）等 のデータを基に筆者作成。）
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18年：
11.4％
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【本章のポイント】

1　犯罪被害者等支援
◎背景・経緯
・　従来、刑事司法制度、犯罪に関する政策や学術研究等の主な対象は、加害者、
すなわち犯罪者でした。しかし、近年、加害者のみならず被害者に対しても関
心が向けられるようになってきました。犯罪予防の観点はもとより、犯罪被害
者等が被ってしまった損害の負担軽減等の観点からも各種の施策、学術研究等
がすすめられるようになっています。

◎政府による総合的な施策
・　2004年（平成 16年）12月に犯罪被害者等基本法が成立し、犯罪被害者等の
権利が明記されました。2005年（平成 17年）12月には、政府としての総合的
な施策である犯罪被害者等基本計画が策定されています。

◎課題
・　犯罪被害者等の支援の実践に当たり、被害者等の感情への配慮・厳罰化等の
理念と、刑事手続き等における被疑者の権利の確保等（特に少年事件における
保護優先主義）の理念のバランスが問題となる場合があります。例えば、法制
度の面では少年法の適用年齢の引き下げの可否が議論されているほか、個別具
体の事案においては少年被疑者の実名報道の適否が問題となることがあります。
・　被害者支援施策に関与するアクター間（司法機関、地方公共団体、民間ボラ
ンティア組織等）の連携不足が問題となる場合もあります。
・　コスト負担の問題もあります。民間ボランティア団体等の中には人材、資金
等の不足に直面しているものもあります。

2　再犯防止
◎背景・経緯
・　平成中期以降、刑法犯の認知件数や検挙人員数は減少傾向にあります。しか
し、刑法犯の再犯者率は 1996年（平成 8年）以降一貫して上昇を続けており、
50%近くに達しています。

◎政府による総合的な施策
・　2012年（平成 24年）7月に政府としての最初の総合的な施策である「再犯
防止に向けた総合対策」が決定され、2016年（平成 28年）12月には再犯防止
推進法が成立しました。さらに、2017年（平成 29年）12月には「再犯防止推
進計画」が策定されています。

◎課題
・　再犯防止の推進に当たり、そもそも論として、再犯防止と犯罪被害等者支援

㋺対応
各段階に分類されると考えられます（青山（2014）、16
等においては実際に危機が発生した直後の対応
目されることが少なくありませんが、近年の研究ではあわせて、危機が発生

の段階）

【図 5-3】刑法犯検挙人員総数、刑法犯少年検挙人員、刑法犯検挙人員総数に占める
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ただし現時点では仮説の域を出ず、客観的データ等に基づいた学術的な検証作業は現在も継続中で
す（守山・安部（2017）、430頁）。

100,000

0
刑法犯少年検挙人員総数
刑法犯少年検挙人員

の段階）

㋺
各段階に分類されると考えられます
等においては実際に危機が発生した直後の対応
目されることが少なくありませんが、近年の研究ではあわせて、危機が発生

の段階）

【図
　　　　

の段階）

挙人員総数に占める刑法犯少年の割合も、
の
少を続け、
た
よる犯罪をめぐる情勢は改善していると言えます。

⑵	 罪種別の構成比

これを罪種別の構成比をみると、凶悪犯：

7		 少年犯罪減少の要因としては、少年人口の減少、社会全体の非暴力化傾向等が指摘されています。
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□	第 10 章
事例①：大型ショッピングモール内の犯罪対策 1

【事例】（※本事例は 2010～ 2011年頃の状況を基に作成されています。）

１．主人公 〜 山田太郎（K 市役所 総務部企画調整課 課長補佐）

　山田太郎は現在 38歳。自身の出身地である関東地方 S県 K市の市役所
に勤務し、総務部企画調整課において課長補佐を務めている。
　首都圏の私立大学卒業後の数年間は当時の流行だった IT関係の企業に
勤めた。しかし、業界の雰囲気に馴染めず早期退職し、郷里 K市の市役
所に再就職した。K市役所内では、中途採用ではあったものの持ち前の企
画力・調整力で頭角を現し、市役所内の総合調整を担当する総務部企画調
整課の課長補佐のポストに抜擢された。現在は、中堅職員ながらも幹部の
実質的な知恵袋として活躍するに至っている。

２．S 県 K 市

［概　観］
　山田太郎が在住する関東地方 S県 K市は、同県南東部に位置し、人口

1		 本事例はフィクションです。地域の社会、経済状勢等の描写に当たっては、埼玉県越谷市の状況
を主に参考としました。その他、登場する個人、団体、政策論争をめぐる描写等は現実のものとは
無関係です。
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本書の知識をゼミ・
講義で実際に考える
ケース・スタディ データに基づいた分析と

わかりやすい解説

　本書の内容　

　第 1部　総　論
□ 第1章　社会安全政策論への招待

　1.　本書の目的：あなたが当事者ならどう考えますか?
　　　──振り込め詐欺対策等を例として
　2.　社会安全政策論の視点
　コラム　社会安全政策論と危機管理学
　コラム　社会安全政策論とガバナンス研究

□ 第2章　犯罪学の発展の歴史
　1.　犯罪学とは
　2.　犯罪原因論
　3.　犯罪予防論
　【本章のポイント】
　コラム　「割れ窓」理論

□ 第3章　戦後の日本の犯罪情勢
　1.　安全（客観的な犯罪統計）
　2.　安心（主観的な体感治安）
　3.　他国との比較
　4.　平成前期における犯罪情勢の悪化の要因
　5.　2003年（平成15年）以降の政府による総
　　　合的な犯罪対策
　【本章のポイント】

□ 第4章　第1部のまとめ──社会安全政策論とは
　1.　概要
　2.　理論形成の背景
　3.　社会安全政策論の今日的意義
　4.　おわりに
　【本章のポイント】

　第 2部　各　論
□ 第5章　少年の非行、少年の犯罪被害
　1.　はじめに──少年に対する手続き
　2.　少年による犯罪をめぐる情勢
　3.　少年の犯罪被害
　4.　政府による対策
　5.　様々な課題──あなたが当事者ならどう考えますか?
　【本章のポイント】

□ 第6章　犯罪のグローバル化
　1.　はじめに──犯罪のグローバル化はなぜ問題なのか
　2.　犯罪のグローバル化の背景
　3.　犯罪のグローバル化の現状
　4.　政府による対策
　5.　様々な課題──あなたが当事者ならどう考えますか?
　【本章のポイント】　
　コラム　日本国内での在留外国人の分布

□ 第7章　サイバー犯罪等
　1.　はじめに──背景事情
　2.　サイバー犯罪をめぐる状況
　3.　政府による対策
　4.　様々な課題──あなたが当事者ならどう考えますか?
　【本章のポイント】

□ 第8章　警察制度
　1.　現代の警察制度の特徴
　2.　人員規模
　3.　予算規模
　4.　捜査権限等
　5.　警察に対する国民の信頼
　6.　様々な課題──あなたが当事者ならどう考えますか?
　【本章のポイント】
　コラム　「警察の正統性」理論と「手続き的公正」理論

□ 第9章　新たな課題──犯罪被害者等支援、
　　　　　　　　　　　　再犯防止

　1.　犯罪被害者等支援
　2.　犯罪者の再犯防止
　【本章のポイント】
　コラム　加害者家族等をめぐる問題

　第 3部　ケース・スタディ
□ 第10章　事例①：大型ショッピングモール内
　　　　　　　　　　の犯罪対策

　1.　主人公 ～ 山田太郎（Ｋ市役所 総務部企画調整課 課長補佐）
　2.　Ｓ県Ｋ市
　3.　大型ショッピングセンターの開設
　4.　ショッピングセンター内及び周辺地域における犯罪情勢の悪化
　5.　犯罪対策をめぐる様々な意見
　6.　市長からの指示

□ 第11章　事例②：大学のセキュリティ
　1.　主人公 ～ 山本一郎（私立Ｓ大学 総務課 主任）
　2.　私立Ｓ大学
　3.　大学校内での傷害事件の発生
　4.　事件後の状況
　5.　セキュリティをめぐる様々な意見
　6.　大学上層部からの指示

□ 第12章　事例③：地元に更生保護施設を受け
　　　　　　　入れるか？──A県B市甲地区自治会

　1.　主人公～鈴木太郎（ビジネス・コンサルタント）
　2.　A県B市
　3.　自立更生促進センターが来る？
　4.　センター受入れのメリット・デメリット
　5.　施設の受入れをめぐる様々な意見
　6.　父親（自治会長）からの依頼

各章の最後に
まとめのポイント解説

随所で詳細な知識を
解説するコラム

各章の冒頭で
章の内容を紹介

】ヒト、モノ、情報の流れの推移

② 1989 年
（平成元年）

③ 2018 年
（平成 30 年） 増　加

966 万 2,752 人 1,895 万 4,031 人
①⇒③ 71.3 倍
②⇒③ 2.0 倍

58 万 6,972 人 135 万 1,970 人
（2017 年） ②⇒③ 2.3 倍

298 万 5,764 人 3,010 万 2,102 人
①⇒③ 103.1 倍

】ヒト、モノ、情報の流れの推移

（昭和 40 年）
② 1989 年
（平成元年）

26 万 5,683 人 966 万 2,752 人

58 万 6,972 人

29 万 1,309 人 298 万 5,764 人

（
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刑法犯少年の検挙人員数
1983年：196,783人（戦後最悪）

18年：
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】ヒト、モノ、情報の流れの推移

（昭和 40 年）
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【事例】（※本事例は 2010～ 2011年頃の状況を基に作成されています。）

１．主人公 〜 山田太郎（K 市役所 総務部企画調整課 課長補佐）

　山田太郎は現在 38歳。自身の出身地である関東地方 S県 K市の市役所
に勤務し、総務部企画調整課において課長補佐を務めている。
　首都圏の私立大学卒業後の数年間は当時の流行だった IT関係の企業に

①国民の視点を中心に据えた、②実効性のある政策を検討するための
理論枠組み、③多様なアクターを検討の対象とする新たなアプローチ

「社会安全政策論」から、第一線の警察行政に従事してきた著者が
犯罪学を案内し、社会安全政策論の考え方をやさしく解き明かす。


